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研究成果の概要（和文）：本研究では集団の秩序維持に貢献するものとして理解されている非協力者への罰につ
いて，共同体成員が自らの手で非協力者に制裁を与える個人罰と第三者の手による制度罰それぞれの有効性を評
判との関係の観点から検証した。一連の研究から以下が示唆された。１）過去の評判情報を参照可能な状況のも
とでは個人罰が安定して制度罰は安定しない一方，過去の情報を参照不可能な状況では個人罰は安定しない。
２）他者の過去の行動の情報が不明確な状況のもとでは個人罰よりも集団のリーダーの手による罰が機能する。
３）個人罰が評判の利益を獲得する背後には個人罰行使者を選択する者の社会的選好よりも自己利益の最大化動
機が関わっている。

研究成果の概要（英文）：It has been argued that punishment toward norm violators sustained 
large-scale cooperation in human society. In this research, I investigated the relationship between 
the reputation of punishers and two styles of punishment; peer punishment (punishment by each group 
member) and pool punishment (punishment by a centralized authority or a group leader). Through a 
series of studies, it has been suggested that peer punishment would be stabilized better than pool 
punishment in the situations that each group member shared information about past behavior of group 
members. In the experimetnal situations in wchih information about cooperative tendencies of each 
group member was ambiguous, punishment by a group leader was functioning better than peer 
punishment. The motivation behind people chose peer punishers as an interaction partner might be 
related to payoff maximizing behavior rather than social preferences.

研究分野： 社会心理学
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１．研究開始当初の背景 
 人は他の動物とは異なり，他者と協力し合
い大規模な社会を形成することに成功して
いる。他者に協力する行為にはコストが伴う
にもかかわらず，なぜ人は他者との協力関係
を実現させているのか？社会での協力の形
成に関わる問題は“社会的ジレンマ”として
知られ，心理学や経済学などの社会科学だけ
ではなく協力の進化という文脈で自然科学
領域においても関心が寄せられてきた。これ
まで社会的ジレンマの解決方略として特に
注目されてきたものは，非協力者を罰する仕
組みの導入である。これまでの実証研究で，
非協力者を罰する制度を導入することで協
力が大きく促進されることが示されている 
(Fehr & Gächter, 2002; Fehr and Fischbacher, 
2003)。しかし，非協力者を罰することにもコ
ストがかかる以上，罰のためのコストを負担
する者が負担しない者よりも不利になる“二
次のジレンマ(Yamagishi, 1986)”をいかにして
解消するかという問題が残されている。 
 上述の先行研究の多くでは，交換の当事者
が自らの手で規範逸脱者に制裁を与える“個
人罰”が扱われてきた。これに対し，集団の
メンバーが中央集権やグループのリーダー
などに規範逸脱者への制裁を委ねる“制度
罰”の役割も最近では注目されている
(Sigmund et al., 2010; Traulsen et al., 2012)。制
度罰では，集団のために協力しない者（一次
の非協力者）だけではなく，罰制度のための
コストを負担しない者（二次の非協力者）も
制度が同時に罰することにより二次のジレ
ンマの問題が解消される。しかし，制度罰の
もとでは非協力者の排除後も制度の維持の
ためにコストを払い続けなければならず，制
度の維持に莫大なコストがかかるという不
利益も存在する。これに対し，個人罰は一度
非協力者の排除に成功すれば，その後は罰の
ためのコストを支払う必要がなくなり，長期
的には制度罰よりもコストがかからないと
いうメリットがある(Gächter et al., 2008)。 
 本研究では個人罰と制度罰のいずれが有
効に機能するかを検討するための手がかり
として，個人罰と評判との関係に注目した。
罰行使者が他者から良い評価を受けるかた
ちで将来の交換において罰のコストを上回
る利益を獲得できれば，二次のジレンマは解
消される。個人罰の背後に評判としての利益
があるかどうかについては現在も様々な議
論がなされているが(Barclay, 2006; Kiyonari 
and Barclay, 2008; Horita, 2010; Ozono and 
Watabe, 2012)，個人罰にも他者から不公正な
扱いを受けないといった評判の利益がある
可能性が示唆されている。すなわち，集団の
成員間で過去の行動履歴を評判情報として
共有し合うローカルな集団では，制度罰に依
存しなくとも個人罰で評判の獲得を介する
ことで秩序維持が可能であることが予想さ
れる。逆に言えば，交換相手の過去の評判情
報が不明な環境のもとでは，個人罰による秩

序維持には限界があり，制度罰がそのコスト
に見合った有効性を発揮すると予想される。 
 
２．研究の目的 
 本研究では，秩序維持方略（制度罰と個人
罰）の有効性と社会構造との関連について，
理論及び実証研究を通して検討した。他者の
過去の行動が参照可能な集団のもとでは個
人罰が有効に機能する一方，他者の行動履歴
が不明な不確実性の高い環境のもとでは制
度罰が有効に機能するかを検討した。また，
個人罰が有利になる上での前提条件である
“個人罰の行使者が他者から相互作用の相
手として選ばれること”の理由の背後にある
メカニズムを検証することも試みた。 
 
３．研究の方法 
本研究では数値シミュレーション，実験デ
ータの解析，質問紙調査，過去の実験データ
の再解析などを通して，上述の研究目的を検
証した。 
 
４．研究成果 
  
（１）個人罰と制度罰及び社会構造との関連
を検討した理論研究 
関係が固定的な条件のもとでは個人罰を，
流動的な条件のもとでは制度罰を選択する
戦略が相対的に有利になるかを数値シミュ
レーションを通して検証した。先行研究
(Hilbe et al., 2012; Roos et al., 2014)に倣い，以
下の設定のもとでシミュレーションを試み
た。エージェント間で繰り返し経済ゲームを
プレイする状況において，相手のために協力
する/協力しない，相手に対して自らコストを
掛けて罰を行使する/行使しない，更に自身
の手による罰とは別に罰制度（集団内の非協
力者を罰した後で，制度にプールされた資金
を元手として罰制度への非協力者にも罰が
行き渡る）のために協力する/協力しないの
行動の組み合わせで戦略を設定した。更に，
相手に協力するか否かの決定においては，無
条件で協力する/非協力する，相手の過去の
情報が不明な場合（確率によって過去の情報
が示される）には協力/非協力する“日和見
主義”な戦略が含まれている。それぞれのエ
ージェントが最も高い利得を獲得した戦略
を真似る設定のもとで，いかなる戦略が集団
内で多数を占めるかを検討した。また，関係
の流動性（メンバーの入れ替わりが生じる確
率）を操作した。 
 数値計算の結果，関係が固定的な条件のも
とでは相手に協力し，かつ非協力者を自らの
手で罰する戦略が多数を占めることが確認
され，罰制度へ協力する戦略は増えなかった。
しかし，流動性の高い条件では，相手に対し
て協力するかの行動及び個人罰の行動に関
しては特定の戦略が最終的に多数を占める
安定した結果は得られず，制度罰の行使者が
個人罰への行使者よりもわずかに上回る結



果が確認されたが制度罰の行使者が多数を
占めるまでに至らなかった。流動性の高い条
件のもとでも制度罰の行使者が個人罰の行
使者よりも優勢とならない理由として，制度
罰への非協力者にまで罰が十分に行き渡っ
ていない可能性が考えられる。制度罰のコス
トや効果の比率など少なくとも結果に影響
を及ぼすその他のパラメータの調整が必要
であることは示唆されたが，研究期間中に明
確な結論を出すことはできず今後の課題と
して残されている。 
 
（２）不確実状況における個人罰と制度罰の
役割の検討 
 実験データ解析を通して，他者の過去の協
力度の情報が不明瞭な状況においては，個人
罰よりも集団のリーダーの手による罰の方
が有効に機能するかを検証した。他者の協力
度の情報にノイズが加わる操作を加えた社
会的ジレンマ実験で，集団メンバー個々人が
他のメンバーに罰を与えることが可能な条
件と集団メンバーのうち1人が選ばれ罰を行
使できる条件それぞれで罰のある社会的ジ
レンマゲームと罰のないゲームを実施し，罰
を導入することで協力率の上昇がみられる
かを検討した。その結果，個人罰条件では罰
を導入しても協力率の上昇がみられなかっ
た一方，リーダーが罰する条件では協力率の
上昇が確認された。また，リーダーが罰する
条件では，協力度の情報にノイズがある状況
でも実際の非協力者に対してより多くの罰
が向けられている傾向にあり，個人罰におけ
る罰のコストのただ乗り，コーディネーショ
ンロス，報復の連鎖などの問題も解消されて
いる傾向が見られた。以上より，不確実な情
報のもとでは，個人罰よりもリーダーの手に
よる罰が機能する可能性が示唆された。 
 
（３）個人罰の評判を支える動機の検討 
 Horita (2010)では，個人罰の行使者は特定
の社会的交換場面において他者から交換相
手として選択される傾向にあることを示し，
個人罰の背後に評判としての利益がある可
能性を示唆している。本研究課題の前提は，
個人罰の背後には評判としての利益が存在
するということにある。しかし，なぜ個人罰
行使者が，ある場面では交換相手として選択
される傾向にあるのかは不明のままである。
そこで，人々が罰行使者を交換相手として選
択する動機を検討した。 
 Horita et al. (2017)では，社会的ジレンマ状
況における人々の行動規則をモデル選択を
通して検証し，他者利益の配慮や互恵的な行
動原理よりもむしろ，自己利益の変化に注目
する強化学習の行動原理の方が実験データ
に対して説明力が高い可能性を示した。他に
も近年の研究において，社会的交換場面にお
いて強化学習の役割の強さが指摘されてい
る(Burton-Chellew and West 2013; 
Burton-Chellew et al., 2014)。これらから着想

し，人々が個人罰の行使者を交換相手として
選択する行動の背後にある動機を探ること
を試みた。 
 罰行使者を選ぶ確率を予測するいくつか
のモデルを作成し，Horita (2010)のデータに
対して最も説明力の高いモデルを探索した。
その結果，罰行使者の期待利益を説明変数と
して投入したモデルよりも，自己の期待利益
のみを説明変数としたモデルが罰行使者の
選択確率を予測する上で最も説明力が高い
ことが示された。すなわち，非協力者を制裁
したことの見返りとして人々は罰行使者を
褒賞するというよりも，罰行使者は自分に利
益をもたらしてくれる相手であると期待す
るために相互作用の相手として選択してい
る可能性を示している。これは，他者利益の
増減に配慮する社会的選好よりも，自己利益
の変化に注目する強化学習の行動規則が協
力の文脈における行動において重要な役割
を果たしている可能性を示唆する近年の先
行研究とも関連する(Burton-Chellew and West 
2013; Burton-Chellew et al., 2014; Horita et al., 
2017)。様々な状況において一貫した傾向が見
られるかどうかを検討することが，今後の課
題として残されている。 
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